
 

発議案第１０号 

 

ＩＣＣ所長等への制裁撤回を米政府に求める意見書 

 

 上記の議案を別紙のとおり、南部町議会会議規則第１４条第１項及び第２項の規定により

提出する。 

 

   令和８年９月１７日 提出 

 

提出者 南部町議会議員 真壁 容子 

        同     同    加藤  学 

 

 

 

 南部町議会議長  景山 浩 様 



別紙 

 

ＩＣＣ所長等への制裁撤回を米政府に求める意見書（案） 

 

８月１８日、米トランプ政権は国際刑事裁判所（以下、ＩＣＣという。）の赤根智子所長ら

幹部を制裁対象にすると発表した。同政権はこれまでも、１２０か国以上の加盟によって戦

争犯罪の捜査権限を与えられているＩＣＣを「解体」しようと、判事や主任検察官を含む同

裁判所の幹部を次々と制裁対象にしてきた。 

これらの制裁は、ＩＣＣがアフガニスタン駐留米軍関係者の捜査を行ったことと、ガザ地

区での戦争犯罪容疑でＩＣＣがネタニヤフ首相を含むイスラエル高官に対して逮捕状を発行

したことへの報復と報道されている。 

 ＩＣＣは２００２年に設立され、加盟国におけるジェノサイド、人道に反する罪、戦争犯

罪を訴追する国際的な管轄権を有しており国連安全保障理事会から付託された事案について

も訴追の権限を持つものだ。今回の制裁に際し「司法に関わる者が法を適用したことで脅迫

されるとき、危険にさらされるのは国際法秩序そのものだ」とし、ＩＣＣの使命遂行に向け

て活動する裁判官、検察官、職員らを標的にした国家による措置は法の支配を損なうと声明

を発している。 

この事態に対し、国連やＥＵを含め世界各国が米トランプ政権の制裁を厳しく批判し撤回

を求めている。ＩＣＣへの最大の資金拠出国でもある日本は先頭に立ってトランプ政権に制

裁の撤回を求める資格も責任もある。 

 日本政府として法の支配の遵守と人権を守る立場から、米トランプ政権に対し、ＩＣＣ所

長等への制裁の撤回を求めることを要請する。 

 また、制裁に際し個人の人権、財産、生命を守るため、あらゆる手段を尽くすことを求め

る。 

 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和８年９月１７日 

鳥取県西伯郡南部町議会    

 

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣、衆議院議長、参議院議長 


